
は じ め に

京都府では、府民の健康の保護が最も重要であるという基本的認識のもと、

平成17年12月に京都府食の安心・安全推進条例（平成17年京都府条例第53号。

以下「条例」という。）を制定しました。

この条例では、食の安心・安全に関する府及び食品関連事業者の責務や府民

の役割を明確にするとともに、条例第５条の規定により食の安心・安全の確保

に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための計画（以下「行動計画」と

いう。）を定めることになっています。

平成19年度から平成21年度までの第１次、平成22年度から平成24年度までの

第２次の各行動計画においては、鶏卵・鶏肉のトレーサビリティシステムや、

きょうと信頼食品登録制度の構築・推進、残留農薬等を検査する食品衛生監視

の強化、消費者・事業者等が意見交換するリスクコミュニケーションの実施な

ど生産から流通を経て消費に至るまでの食の安心・安全を確保する総合的な取

組を実施し、おおむね目標を達成しつつあります。

一方、原子力発電所事故に伴う食品の放射性物質への不安、牛肉等の生食に

伴う食中毒、産地偽装の続発、輸入食品への不安などに加え、インターネット

などによる情報が氾濫する中で、信頼することができる情報を取捨選択するこ

とが困難となっているため、食品の安全性に対する不安感が一層拡大している

ことから、これらの課題に対応し、食の安心・安全を確保する取組を強化する

ことが必要です。

これらの課題を踏まえ、更に食の安心・安全確保に向けて着実な対策を実施

するため、条例第５条の規定により行動計画（平成25年度～27年度）を策定し

ます。


